平成　　年　　月　　日
障害者相談支援事業所サポート事業
特定事項提案書

　
応募者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　※本書の作成にあたっては、適宜図・表等を挿入して構わない。

(１)人材育成研修計画　
· 本事業の実施にあたって新規雇用者の人材育成計画を評価する。以下の点が分かるよう留意して記載すること。

　　・人材育成担当者（計画するもの、実際に指導にあたるもの）のこれまでの育成実績

・本事業を通して行う人材育成の方法（どのような方法・過程で人材育成を行うか）

・様式１０における研修内容及び人材育成により身に付く技術・能力

・身に付けた能力によって獲得できる就職機会や、期待される就職先の例示

(２)就職支援に係る提案

· 本事業における、新規雇用者の雇用期間終了後の継続雇用に関して、どのような条件が満たされた場合に継続雇用を行うのか、その判断基準を、対象者の能力・実績・その他の条件などでもって明確に記載すること。
また、雇用期間終了後に継続雇用ができなかった場合において、（１）人材育成研修計画によって身に付けた能力と関連付けながら、再就職に関する支援内容について、支援メニューや体制等を具体的に記載すること。
(３)相談支援体制の充実への取り組み

　※箕面市における相談支援体制の充実に関して、以下の点に留意して提案内容を記載すること。

　　・平成26年度末までに障害福祉サービスを利用する全ての方に対してサービス等利用計画の作成が求められている中、どのような創意工夫をもって相談支援にあたるべきと考えるか具体的に記載すること。

　　・相談支援体制の充実という観点から、箕面市基幹相談支援センターとの連携の在り方について記載すること。

　　・当事業の実施を前提とした、箕面市民のサービス等利用計画作成について、本事業を実施する事業者における平成26年度及び平成27年度の作成見込件数（新規・更新別）を記載すること。
（様式１９）





赤字の記載については提出時には削除すること








